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賃金規程
第１章　総則
第１条（目的）
この規程は、就業規則第68条（賃金）の定めに基づき、従業員の給与に関する事項を定めたものです。
第２条（適用範囲）
この規程は、就業規則第2条（適用範囲）に定める従業員に適用します。ただし、期間雇用の契約社員、パートタイマー社員、アルバイト、嘱託従業員等については個別労働契約によるものとする。
第３条（賃金の定義）
賃金とは、従業員の労働の代償として支払われるすべてのものをいいます。ノーワークノーペイの原則に従い従業員が労働しないときは別段の定めによる場合のほか賃金を支払いません。
第２章　賃金の支払いと計算
第４条（賃金の支給方法）
賃金は、従業員に対して通貨で直接その全額を支払います。ただし、従業員の代表との書面協定により、従業員が希望した場合は、その指定する金融機関に振り込むものとします。
第５条（賃金の控除項目）
会社は、次に掲げるものを従業員の毎月の賃金または賞与から控除します。
(1) 源泉所得税
(2) 住民税
(3) 健康保険および厚生年金保険の保険料の被保険者負担分
(4) 雇用保険の保険料の被保険者負担分
(5) その他従業員との書面協定により賃金から控除することとしたもの
第６条（賃金の計算期間と支払日）
1. 賃金の計算期間は、前月の○日より当月の○日までとします。
2. 賃金の支給日は、毎月○日とする。ただし、支給日が金融機関の休業日にあたる場合はその前日に繰り上げて支給します。
第７条（平均所定労働時間と平均所定労働日数）
会社の1ヶ月平均所定労働日数および1ヶ月の平均所定労働時間は、次の通りとします。
その年度の年間所定労働日数÷12ヶ月＝1ヶ月平均所定労働日数
第８条（賃金計算期間の途中賃金の計算方法）
賃金計算期間の途中に入社、退職、休職または復職した場合は、その月の賃金を下記の算式により日割計算して支払います。
基本給＋諸手当÷１ヵ月平均所定労働日数×出勤日
第９条（欠勤、遅刻等の扱い）
1. 欠勤、遅刻、早退、中抜けをした場合の時間については、１時間当たりの賃金額に欠勤、遅刻、早退、中抜けの合計時間数を乗じた額を差し引くものとします。
（1） 欠勤、遅刻、早退、中抜けの控除額
基本給＋諸手当－（基本給＋諸手当÷１ヵ月平均所定労働時間×不就労時間数）
（2） 欠勤控除
基本給＋諸手当－（基本給＋諸手当÷１ヵ月平均所定労働日数×不就労日数）
2. 賃金計算期間の全部を休業した場合は、賃金月額のすべてを支給しないものとします。
第１０条（休暇等における賃金の取り扱い）
1. 年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給します
2. 産前産後の休業期間、母性健康管理のための休暇、生理日の休暇、育児の時間、育児・介護休業法に基づく育児休業および介護休業の期間、子の看護休暇の期間は無給とします。
3. 特別休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給します。
4. 休職期間中は賃金を支給しません。従業員の休職期間中の社会保険料（健康保険、４０歳以上は介護保険料含む、厚生年金保険）の本人負担分は、会社で立て替えし、休職期間の満了時に精算し、本人から徴収します。
5. 会社の責めに帰すべき事由により、休業したときは休業手当を支給します。休業手当の額は、１日につき平均賃金の６割とします。
第２節　賃金の構成
第１１条（賃金の構成）
賃金は基本給と諸手当と割り増し賃金とに区分し、構成は次の通りとします。
（1） 基本給
（2） 諸手当
①職務手当

②役職手当

③業績手当
④家族手当


⑤精勤手当

⑥通勤手当
⑦資格手当


⑧特別勤務手当
⑨住宅手当および特別住宅手当
（3） 割り増し賃金
①時間外勤務手当

②深夜勤務手当

③休日勤務手当
第１２条（基本給）
1. 基本給は年齢、経験、技術や技能、能力、勤続年数を考慮の上、決定します。
2. 基本給の体系は月給者と日給月給者の2通りがあり、職務の内容により決定します。
3. 基本給は年齢や勤続年数を考慮した｢年齢給｣と、経験、技術や技能、能力を考慮した｢職能給｣で構成されます。
第１３条（職務手当）
1. 職務手当は、従業員の職務の責任性、専門性、職務の範囲に応じて支給します。
2. 職務手当の金額は職務に応じて決定します。
3. 職務手当の金額は職務の変更や配置転換などで変更することがあります。
4. 会社から与えられた職務を果たさない場合は職務手当の金額を変更することがあります。
5. 従業員は職務の内容に対する手当の金額に不満がある場合、会社に申し立てができます。申し立ては会社の所属長を通じて総務まで申し出てください。
第１４条（役職手当）
1. 役職手当は管理監督者など役職に応じて、その責任制や職務の範囲に応じて会社が決定し支給します。
2. 役職手当の対象は主任以上の職階とし、手当の金額は役職の職務の範囲や組織の変更に応じて、変更することがあります。
3. 役職手当は、一賃金支払い期間のすべてにわたって欠勤したときには支給しません。
第１５条（業績手当）
1. 業績手当は毎月の時間外労働の有無や時間の多寡にかかわらず、あらかじめ一定額の金額を業績手当として時間外割増賃金として支給します。
2. 実際の時間外労働が支給する金額を超えたときは、超えた分に対しての別途時間外手当を支給します。その場合は事前か事後に本人から提出された時間外労働申請書に記載の、所属長確認の時間を時間外労働と認めます。原則会社は事前か事後に本人から提出された時間外労働申請書が無い場合は時間外労働を認めることができません。
第１６条（家族手当）
1. 家族手当は、次の家族を扶養している従業員に対して支給します。尚、扶養している家族とは原則健康保険法上の被扶養者をいいます。
(1)  配偶者
(2)  １８歳未満の子
ただし高校在学中の場合は卒業までとし、他の各種学校も順じます。
2. 家族手当は扶養家族を持った月から扶養家族の要件から外れる日の属する月まで支給します。
3. 扶養家族に該当したとき、変更があったときは速やかに会社まで届出をしてください。従業員本人からの申請が無い場合、扶養手当は支払いません。
4. 扶養家族に関して届出が遅れた場合に遡り支給することはありません。
5. 扶養家族に関して虚偽の申請をしていた場合は、その場合の期間は原則過去２年を限度として支給済みの家族手当の返還を命じます。
第１７条（住宅手当）※金額はあくまで参考にしてください。
1. 住宅手当は世帯主の従業員に対して、毎月の家賃やローンの額に応じ賃貸住宅居住者には家賃の一定割合、持家居住者にはローン月額の一定割合を支給します。
2. 住宅手当の金額は、住宅に要する費用を区分し次の金額を支給します
(1) 家賃月額およびローン月額が５〜10万円の者

20,000円
(2) 家賃月額およびローン月額が10万を超える者

30,000円
第１８条(皆勤手当)※金額はあくまで参考にしてください。
皆勤手当は１ヶ月の遅刻・早退･欠勤がゼロの人に対して月額10,000円が支給されます
第１９条（通勤手当）
通勤手当は、居住の場所より通勤のために交通機関を利用する従業員に支給します。
1. 公共交通機関を利用する者
１ヶ月分の通勤定期代相当額を支給します。ただし、上限限度額を所得税法に定められる非課税限度枠内と設定し、それ以上の額については本人の通勤事情を考慮して定めます。
2. 自家用車や二輪車など私有者通勤の者
(1) 居住の場所から勤務場所までの距離をリッター１キロごとの時価で積算した金額に出勤日数を乗じた金額を支給します
(2) 距離については申告した通勤ルートにて積算します
(3) 第○条の私有車通勤の条件を満たした者でなければ通勤手当は支給しません
3. 一賃金支払い期間の途中で入社、または退社、休職、休業した従業員に対する通勤手当は出勤日数分の通勤手当を日割りで計算して支払います。
4. 徒歩や自転車通勤の従業員には通勤手当は支給しません。
※このような考え方もあります。
4.環境に配慮し、徒歩や自転車で通勤する従業員には毎月5,000円の手当を支払います。
第２０条（資格手当）※金額はあくまで参考にしてください。
1. 資格手当は、業務遂行上有意義であると認められる資格を有している者に対して、資格ごとに査定し、月額 3,000円以上、３0,000円以下の手当を支給します。
2. 会社は、業務遂行上有意義であると認められる資格の取得のための講座費用や学費を資格取得奨励金として支給することがあります。奨励金の基準は別に定めます。
· ここからは参考の手当です。
第○条（特別勤務手当）
1. 会社は業務上の責任、職務の内容と範囲、技術内容を考慮して特別な勤務に服すると認めた従業員に対して、手当の名称、金額、期間などを定めた特別の手当を支給することがあります。
2. 特別手当の名称、金額、期間は個別またはプロジェクトチームごとに定めます。
第○条（禁煙手当）※金額はあくまで参考にしてください。
1. 会社は従業員の健康増進と火災などから会社を守るため、敷地内での喫煙を禁止しています。この禁煙手当はこの主旨を促進するため、喫煙の習慣がある者もない者も一律、喫煙をしない者に毎月3,000円を支給します。
2. なお、この手当は一律支給することとしますので、1本でも喫煙した者は会社まで所定の用紙で申告してください。申告したものはその月の禁煙手当の支給の権利を喪失します。
3. この禁煙手当は平成○年○月○日までの時限手当とします。
第○条（笑顔手当）※金額はあくまで参考にしてください。
会社は最高の笑顔で勤務する従業員を高く評価します。お客様に心から自然な笑顔ができること、常に笑顔で勤務できることを会社は勤務条件とし、一律3,000円の笑顔手当を支給します。
第○条（プロジェクト手当）※金額はあくまで参考にしてください。
1. 会社は経営課題の解決に任命されたプロジェクトチームの従業員に、そのプロジェクト期間に対しプロジェクトチーム手当を支給します。プロジェクトチーム手当の金額は毎月10,000円とします。
2. プロジェクトチーム手当は、結成された月から解散される月まで支給します。
第○条（特別住宅手当（15分以内住宅手当））※導入時は顧問会計事務所と良く相談してください。
1. 特別住宅手当（15分以内住宅手当）は、会社への出退社の利便を考慮して、会社から通勤圏内15分内の距離で居を構える従業員に対して家賃月額およびローン月額の３分の１から半分の金額を支給します。
2. 特別住宅手当（15分以内住宅手当）の額は個別に決定します。
第○条（自己啓発手当）
1. 会社は能力開発、技術や資格取得のための各種研修や講座への参加する者に自己啓発手当を支給します。
2. 自己啓発手当は、各種セミナーおよび研修や研究会参加費用、資格取得のための講座や専門学校の学費、専門書などの図書購入などの費用とします。
3. 自己啓発手当は申請許可制とします。希望者は所属長を通じて会社への申請を行ってください。
4. 自己啓発手当の支給決定は内容を考慮し、本人に支給の有無を通知します。
第○条（家族ありがとう手当）
1. 会社は日頃の感謝の気持ちを込めて、従業員の配偶者、両親、子供、兄弟、祖父母、その他会社が家族、または家族に順ずると認める人に、感謝を形にした「家族ありがとう手当」を支給します。
2. 「家族ありがとう手当」は感謝の意味を込めるために手渡しを原則としますので、家族の方に会社まで来て頂くことがあります。
3. 手渡しで支給することができない場合は、賃金規程第○条の定めに従い労使協定を結んだ上で指定する銀行口座に振り込みにより支払いを行うこととします。
第○条（OBM経営参加手当）
1. 会社は従業員全員が職務や役職を問わず、OBM経営に参加している証として経営参加手当を支給します。
2. 経営参加手当の金額は経営理念や経営方針、ビジョンやクレド（信条）の理解度や把握度、会社の経営目標達成にどれだけ貢献しているかなどを図り、個別に決定します。
第２１条（割増賃金）
時間外や休日労働時の割増賃金は、次の算式により計算して支給します。ただし、就業規則第２条第２項の適用除外に該当する者には、時間外、休日労働時割増賃金は適用しません。
(1) 時間外勤務手当（時間外労働割増賃金・法定労働時間を超えて労働させた場合）
基本給＋諸手当÷１ヵ月平均所定労働時間×1.25×時間外労働時間数
(2) 休日勤務手当（法定休日労働割増賃金・就業規則第19条に規程されている4週4日の法定休日勤務に労働させた場合）
基本給＋諸手当÷１ヵ月平均所定労働日数×1.35×法定休日労働時間数
(3) 法定外勤務手当（法定外休日労働割増賃金・就業規則第19条に規程されている4週4日を超える法定外休日勤務に労働させた場合）
基本給＋諸手当÷１ヵ月平均所定労働日数×1.25×法定外休日労働時間数
(4) 深夜勤務手当（深夜労働割増賃金・午後10時から午前５時までの間に労働させた場合）
基本給＋諸手当÷１ヵ月平均所定労働時間×0.25×深夜労働時間数
(5) 休日深夜労働割増賃金（休日深夜労働割増賃金・連続して午後10時から午前５時までの間に休日深夜労働させた場合）
基本給＋諸手当÷１ヵ月平均所定労働時間×1.6×深夜労働時間数
※この計算には諸手当のうち、家族手当、皆勤手当、通勤手当、住宅手当、別居手当、子女教育手当は参入しません。
第２２条（給与改定）
1. 従業員全員の賃金の改定は原則として毎年○月に実施します。
2. 賃金の改定は会社の業績と各従業員の勤務成績を考慮して決定します。対象は基本給および各種手当、時給など賃金のすべてを原則対象とします。
3. 会社の業績や従業員の勤務成績により、昇給以外にも改定時期を変更したり、昇給を見合わせたり、賃金の減額を行うこともあります。
4. 前項の場合、会社は事前に充分な説明を従業員に行うものとします。
5. なお、この改定は入社後　引き続き6ヶ月間以上経過した者を対象とします。
6. 次に掲げる者は賃金改定の対象とはしません。
(1) 傷病などの業務外の事由により、実勤務日数が所定の就業日数の3分の2に達しない者
(2) 休職中の者
(3) 退職手続中の者
(4) その他賃金改定が不適当と会社が認められる者
第２３条（特別昇給）※金額はあくまで参考にしてください。
1. 会社は前条の規程にかかわらず、特別な功労や勤務成績を治めた従業員や中途採用などで賃金の調整が必要なものなど、会社が認めた者に対し臨時の特別昇給を実施することがあります。
2. 特別昇給の基準は会社が定めます。
3. 従業員は自薦、他薦を問わず、特別な功労や勤務成績を収めた従業員の特別昇給を会社に求めることができます。その場合は所定の方法により所属長を通じて総務部まで申し出てください。
4. 会社は特別昇給の申請を受けたときは、2週間以内に選考を行った上結果を本人に通知します。従業員は特別昇給の申請結果に対しては従わなければなりません。
第３章　賞与
第２４条（賞与）
1. 賞与は､利益分配金として会社の業績等を勘案し､原則として年に2回､6月と12に支給します｡ただし､会社の業績の著しい低下その他やむを得ない事由がある場合には､支給時期を延期し､または支給しないことがあります｡
2. 前項の賞与の額は､会社の業績を基本として､本人の勤務成績や勤務態度､能力等を考慮して各人ごとに決定します｡
3. 賞与の評価対象期間と支給月は次の期間とします｡
評価対象期間　前年12月1日から当年5月31日　賞与支給月　6月
評価対象期間　当年6月1日から当年11月30日　賞与支給月　12月
4. 賞与は､過去の評価に加えて将来へ期待料を算定に含んでいますので､査定期間に在籍した従業員でも､実際の賞与支給日当日に在籍していない者には支給しません｡
第２５条（定年退職者等の賞与の取り扱い）
定年退職者等の賞与の取り扱いについては、前条第４項の規程にもかかわらず、賞与算定対象期間中の勤務成績の評価に応じ、賞与支給日当日に在籍していなくて支給します。
第２６条（懲戒解雇時の賞与と退職金の取り扱い）
就業規則第72条による、懲戒解雇された従業員に対しては賞与も退職金も支払いません。
付則
本規程は、平成○○年○○月○○日から施行します。
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